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財政状態及び経営成績の分析

■	業績分析

売上高

2010年度（2011年3月期）においては、前半は昨年度より各国

が実施してきた景気刺激策の効果による個人消費の持ち直しが企

業収益の改善に寄与し、設備投資に波及するなど、世界経済は順

調に回復しました。後半は、国内では円高の進行、景気刺激策の効

果の剥落に加え、期の終わりに発生した東日本大震災の影響によ

り経済に弱い動きが見られた一方、海外では新興国を中心として

堅調に推移し世界経済全体としては緩やかな回復となりました。

　当社グループでは、「グローバル展開」と「新規分野への展開」

によるビジネス領域の拡大を成長戦略として掲げております。その

ため、リーマンショック以降大幅に需要が減少する中、ムダ、ムラを

省く節減を徹底する一方で、成長力の源泉となる労働力、資本力、

技術力といった経営基盤を削ぐことなく、市場の拡大が見込まれる

中国を中心とした新興国において販売網を拡充させるなど、経営

基盤のさらなる強化に努めました。これらの施策の結果、新興国の

成長が鮮明となる中で、全世界的な需要の増加を着実に売上高の

増加に繋げることができました。なお、期の終わりに東日本大震災

が発生し、当社及び当社グループの生産工場数社において機械移

動等の軽微な影響が発生しましたが、速やかに業務の復旧に努め

供給の安定化を図りました。これらの結果、当期の売上高は1,906

億61百万円（前期は1,153億30百万円）となり、前期と比べて

大幅に増加させることができました。

売上原価

2010年度は、引き続き材料歩留まりの向上や製造リードタイム

の短縮など、生産性の改善に努めました。これらの結果、固定費を

抑制しながらも売上高を着実に増加させることができたことなどに

より、売上高原価率は前期に比べて8.5ポイント改善し71.4％と

なりました。

販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費は、売上高が増加する中で各種費用の抑制

に努めたことや、前期にのれんを一括償却したことなどにより、前

期に比べ99百万円減少し、売上高に対する比率は11.3ポイント

改善し17.1％となりました。

営業損益

これらの結果、営業利益は218億44百万円（前期は95億8百万

円の営業損失）となり、大幅に業績を回復させることができました。
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■	セグメントの状況

−	日本	−

日本では、前半は経済が輸出を中心に回復し、設備投資にも波及

の動きが見られました。一方、後半は円高の進行、景気刺激策の効

果の剥落に加え、期の終わりに発生した東日本大震災の影響によ

り経済に弱い動きが見られました。当社では、顧客である産業機械

メーカーが新興国の成長を背景に輸出を拡大させる中、当社製品

の需要の増加を着実に売上高の増加に繋げるべく、積極的な営業

活動を展開しました。その結果、主力である工作機械、一般機械、

エレクトロニクス向けにおいて売上高を好調に推移させることがで

き、売上高は1,279億44百万円となりました。さらに、生産性の

改善や販管費の抑制に努めたことなどにより、営業利益は183億

22百万円となりました。

−	米州	−

米州では、自動車生産が堅調に推移し、設備投資が持ち直す中、

製販一体となって既存顧客との取引拡大並びに新規分野の開拓に

努めました。その結果、工作機械、エレクトロニクス、輸送用機器向

けにおいて売上高を好調に推移させることができ、売上高は206

億8百万円、営業利益は18億7百万円となりました。

総資産事業利益率（ROA）
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営業外収益、費用

営業外収益は、持分法による投資利益や受取利息などにより16億

89百万円となり、営業外費用は為替差損や支払利息などにより

19億2百万となりました。これらにより、営業外損益は 2億12

百万円の損失となりました。

当期純損益

以上の結果、当期純利益は139億59百万円となり、前期の143

億円の当期純損失に比べて大幅に回復させることができました。
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−	欧州	−

欧州では、輸出を中心として経済に持ち直しの動きが見られる中、

製販一体となって既存顧客との取引拡大並びに新規分野の開拓に

努めました。その結果、需要の回復を着実に売上高の増加に繋げ

ることができ、売上高は160億99百万円となりました。しかしな

がら、為替が円高ユーロ安基調で推移したことなどにより、営業損

益は9億34百万円の損失となりました。

−	中国	−

中国では、設備投資が順調に増加し、また自動車生産が好調に推

移する中、これまでに強化してきた販売網を活かした積極的な営

業活動を展開しました。その結果、主力である工作機械向けや輸

送用機器向けにおいて売上高を好調に推移させることができ、売

上高は 139億69百万円、営業利益は 24億66百万円となりま 

した。

−	その他	−

その他では、台湾やインド、並びにASEAN各国などにおいて、引

き続き既存顧客との取引拡大並びに新規顧客の開拓に努めました。

その結果、主力の工作機械向けなどで売上高を好調に推移させる

ことができ、売上高は120億39百万円、営業利益は5億45百万

円となりました。

■	財政状態

資産、負債、純資産の状況

−	資産	−

流動資産は、前期末に比べて 482億5百万円増加し 1,916億

65百万円となりました。現金及び預金は社債を200億円発行し

たことなどにより308億37百万円増加しました。また、売上高の

回復に伴い売上債権が 159億76百万円、たな卸資産が 21億

44百万円増加しました。

　固定資産は、前期末に比べて48億11百万円減少し881億3 

百万円となりました。設備投資を76億91百万円実施する一方、

減価償却費が86億51百万円となったこと、及び期末にかけての

円高に伴い在外子会社資産の円貨換算額が減少したことなどによ

り、有形固定資産が44億32百万円減少したことなどが主な要因 

です。

　これらの結果、総資産は前期末に比べて433億94百万円増加

し2,797億68百万円となりました。
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−	負債	−

流動負債は、前期末に比べて175億86百万円増加し519億61

百万円となりました。売上高の回復に伴い仕入債務が 75億16

百万円増加したほか、未払法人税等が55億17百万円増加したこ

となどが主な要因です。

　固定負債は、社債を200億円発行したことなどにより、前期末に

比べて201億28百万円増加し598億70百万円となりました。

　これらの結果、負債総額は前期末に比べて377億15百万円増

加し1,118億31百万円となりました。

−	純資産	−

純資産は、前期末に比べて56億78百万円増加し、1,679億37

百万円となりました。当期純利益が 139億円59百万円となった

一方、主にドル及びユーロに対する円高の影響により、為替換算調

整勘定が前期末に比べて63億42百万円減少したことなどが主な

要因です。

財政状態及び経営成績の分析

キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益

216億12百万円、減価償却費89億1百万円、売上債権の増加

170億79百万円、たな卸資産の増加34億17百万円、仕入債務

の増加87億81百万円などにより、216億8百万円のキャッシュ・

イン（前期は44億1百万円のキャッシュ・イン）となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得による支出

が60億56百万円となったことなどから、62億99百万円のキャッ

シュ・アウト（前期は73億22百万円のキャッシュ・アウト）となりま

した。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の発行による収入

200億円、配当金の支払額20億円などにより、179億13百万

円のキャッシュ・イン（前期は 79億32百万円のキャッシュ・イン）

となりました。

　これらの結果、当期末における現金及び現金同等物の残高は、

前期末に比べて308億37百万円増加し、1,001億4百万円とな

りました。

自己資本比率
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リスク要因

当社グループの経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性

のあるリスクや不確定な要因は以下のようなものがありますが、こ

れらに限定されるものではありません。

　なお、本項に含まれる将来に関する事項につきましては、2011

年6月20日現在において、当社グループが判断したものです。

LMシステムへの依存体質について

当社グループは、LMガイド（直線運動案内）を中心とするLMシス

テムの製造販売を主たる事業としており、売上高の大部分をLMシ

ステムの販売に依存し、今後しばらくは、こうした状況が続くことが

予測されます。しかしながら、予想し難い技術革新によって、当社

製品が機械要素部品たる地位を失うに至った場合には、当社グルー

プの経営成績と財政状態が悪影響を受けるおそれがあります。

特定産業界における生産動向の変化から受ける影響について

当社グループは、LMガイド、ボールねじ等の機械要素部品とリンク

ボール及びサスペンションボールジョイント等の輸送用機器要素部

品を製造販売しており、工作機械、一般機械や半導体製造装置をは

じめとする産業用機器メーカーと輸送用機器メーカーが主要ユー

ザーです。当社グループでは、海外展開及び新規分野への展開に

よりユーザー層の地域的及び用途的拡大に努めていますが、現状

においては、当社グループの業績は基盤となる顧客である工作機

械、一般機械、半導体製造装置、輸送用機器等の産業界における生

産動向に影響を受けています。

　将来においても、当社グループの経営成績及び財政状態が、特

定の産業界における生産落ち込みによって悪影響を受けるおそれ

があります。

海外事業の拡張について

当社グループは、米州、欧州、アジアその他に製造･販売拠点を有

していますが、当社グループの製品を製造･販売している各国の景

気後退や、それに伴う当社製品需要の縮小、あるいは海外各国に

おける予期せぬ法規制等の変更により、当社グループの経営成績

と財政状態が悪影響を受けるおそれがあります。

為替レートの変動について

当社グループは、事業の一部を外貨建てで行っていますので、先

物為替予約等によって為替リスクヘッジに努めています。しかしな

がら、為替レートに予期しない大きな変動が生じた場合、当社グルー

プの経営成績と財政状態が悪影響を受けるおそれがあります。

特定供給元への依存について

当社グループは、原材料･部品の一部をグループ外の供給元から

調達しています。その特性により供給元が限定される場合があり、

供給元の生産能力や自然災害、不慮の事故などにより、原材料･部

品の不足が生じ、生産活動が悪影響を受けるおそれがあります。

品質不適合の発生について

当社グループの製品は、工作機械、産業用ロボット、液晶製造ライン、

半導体製造装置など先進メカトロニクス機器の高精度化･省力化･

高速化を必要とする産業分野に多く採用されていますが、当社製

品の用途の拡大に伴い、人の生活に密接な関係を持った、自動車、

高層ビルなど各種建物の免震･制震装置、医療用機器、アミューズ

メント機器、航空機器などにも、幅広く採用されるようになりました。

　当社グループは、上記を考慮し、あらゆる市場に適合する高い

品質保証体制を目指し構築してきていますが、一部の市場での不

適合が発生した場合、多大な費用の発生や社会的信用等の低下に

より経営成績及び財政状態が悪影響を受けるおそれがあります。

情報セキュリティについて

当社グループは、事業を行うにあたり、当社グループ及び顧客･取

引先等についての個人情報及び事業に関連する営業秘密を保有し

ています。当社グループでは、これらの情報の管理に努めています

が、コンピュータウィルスや情報システムの不具合等により情報が

流出した場合には、当社グループに対する信頼低下につながり、経

営成績と財政状態が悪影響を受けるおそれがあります。

災害･テロ･感染症などについて

当社グループは、日本国内はもとより、米州、欧州、アジアその他

に製造･販売拠点を有していますが、これらの事業拠点において、

地震･火災等の災害やテロ攻撃･戦争による政情不安または感染

症蔓延などによる被害を受けた場合には、当社グループの経営成

績と財政状態が悪影響を受けるおそれがあります。

原材料価格の高騰

原油高の影響、原材料供給国の社会情勢、新興国による需要の高

まりなどの原因により原材料価格が予期せぬ高騰を示した場合に､

当社製品の製造原価も高騰することになり､ 当社グループの経営

成績及び財政状態が悪影響を受けるおそれがあります。
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連結株主資本等変動計算書
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連結財務諸表

56 T H E  M A R K  O F  L I N E A R  M OT I O N



44ページから56ページは有価証券報告書の一部を抜粋して掲載したものです。 

注記情報を含めた有価証券報告書の全文は、金融庁が運営するEDINET

（http://info.edinet-fsa.go.jp/）及び当社ホームページ

（http://www.thk.com/jp/）にてご覧いただくことができます。
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